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	 第3-14図	 	 刑法犯少年等の検挙・補導人員（罪種別構成割合）

◆刑法犯少年、触法少年（刑法）ともに、窃盗が半分以上を占める。

（1）刑法犯少年 （2）触法少年（刑法）
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（出典）警察庁「少年非行、児童虐待及び子供の性被害の状況」
（注）1．�グラフのうち、殺人・強盗・放火・強制性交等とは凶悪犯を、暴行・傷害等とは粗暴犯を、詐取・横領等とは知能犯を、強制わいせつ等とは風俗犯を、それぞれ

指す。
2．刑法の一部が改正（平成29年7月13日施行）され、強姦の罪名、構成要件等が改められたことに伴い、グラフのうち、「強姦」を「強制性交等」に変更した。

	 第3-15図	 	 初発型非行

◆初発型非行（万引き、自転車盗、オートバイ盗、占有離脱物横領）の検挙人員は、減少傾向にある。
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	 第3-16図	 	 刑法犯少年の非行時間帯と原因・動機（平成28年）

◆刑法犯少年の非行については、14～20時の時間帯が40.9％。また、所有・消費目的によるものが61.4％。

（1）時間帯 （2）原因・動機

遊興費充当
7.2%
一時的盗用
2.4%

所有・消費目的
61.4%

その他利欲
4.2%

遊び・好奇心
・スリル
6.5%

性的欲求
3.0%

痴情
0.2%

怨恨
0.6%

憤怒
11.6%

服従・迎合
0.3%

自己顕示
0.3%

その他
1.9% 動機不明

0.4%

0 ～ 2時
9.8% 2 ～ 4時

6.0%
4 ～ 6時
3.0%
6 ～ 8時
2.2%
8 ～ 10 時
3.4%
10 ～ 12 時
5.6%12 ～ 14 時

8.9%
14 ～ 16 時
11.9%

16 ～ 18 時
16.3%

18 ～ 20 時
12.7%

20 ～ 22 時
10.2%

22 ～ 24 時
9.1%

不明
0.9%

（出典）警察庁「少年の補導及び保護の概況」

⑴　総合的取組
ア　関係府省庁の連携（内閣府、警察庁、法務省、文部科学省）
子供や若者による社会の耳目を集める重大な事件の発生が後を絶たないなど、子供・若者による非

行・犯罪への対策は予断を許さない状況となっている。
政府では、非行対策の推進について密接な連絡や情報交換、協議等を行うため、子ども・若者育成

支援推進本部の下に少年非行対策課長会議を設置し、関係府省庁が連携して対策の充実強化を図って
いる13。
イ　家庭、学校、地域の連携
非行は、家庭、学校、地域のそれぞれが抱えている問題が複雑に絡み合って発生している。このた

め、家庭、学校、地域のより一層の緊密な連携の下に、一体的な非行防止と立ち直り支援を推進して
いく必要がある。
①　「サポートチーム」（内閣府、警察庁、法務省、文部科学省）
「サポートチーム」は、多様化、深刻化している少年の問題行動の個々の状況に着目し、的確な
支援を行うため、学校、警察、児童相談所、保護観察所といった関係機関がチームを構成し、適切
な役割分担の下に連携して対処するものである。関係機関は、日常的なネットワークの構築などを
通じて、「サポートチーム」の編成やその活動において緊密な連携を図っている。
警察庁と文部科学省は、サポートチームの効果的な運用を図るため、管区警察局との共催により

問題行動に対する連携ブロック協議会を開催し、緊密な連携を図っている。
②　学校と警察の連携（警察庁、文部科学省）
子供の非行や校内暴力を防止するためには、学校と警察が密接に連携する必要がある。このた

め、警察署の管轄区域、市町村の区域等を単位に、全ての都道府県で学校警察連絡協議会が設置さ
れている。平成29（2017）年4月1日現在、全国の小学校、中学校、高校の約98％の参加を得て、
約2,300組織の学校警察連絡協議会が設置されている。
また、非行防止や健全育成を図るため、都道府県警察と都道府県教育委員会などとの間で締結し

13	 http://www8.cao.go.jp/youth/kankyou/hikouhigai/torikumi.html
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た協定や申合せに基づき、非行少年、不良行為少年その他の健全育成上問題を有する子供に関する
情報を警察・学校間で通知する「学校・警察連絡制度」が各地で構築されている。
③　スクールサポーター（警察庁）
警察は、退職した警察官などをスクールサポーターとして警察署などに配置し、学校からの要請

に応じて派遣するなどしている。スクールサポーターは「警察と学校の橋渡し役」として、学校に
おける子供の問題行動への対応や、巡回活動、相談活動、安全確保に関する助言を行っている。平
成29（2017）年4月1日現在、44都道府県に約860人が配置されている。
④　更生保護サポートセンター（法務省）
処遇活動、犯罪予防活動をはじめとする更生保護の諸活動を一層促進するための拠点である「更

生保護サポートセンター」が、平成29（2017）年度現在、全国に計501か所設置されている。
「更生保護サポートセンター」には、保護司が駐在し、教育委員会や学校、児童相談所、福祉事務
所、社会福祉協議会、警察、ハローワークといった様々な関係機関・団体と協力し、保護観察を受
けている人の立ち直り支援や、非行防止セミナー、住民からの非行相談等を行っている。
⑤　法務少年支援センター（法務省）
少年鑑別所14は、「法務少年支援センター」として、非行・犯罪に関する問題や、思春期の少年
たちの行動理解等に関する知識・ノウハウを活用して、少年や保護者などの個人からの相談に応じ
て情報の提供・助言等を行っているほか、児童福祉機関、学校・教育関係機関、NPO等の民間団
体等、青少年の健全育成に携わる関係機関・団体と連携を図りながら、地域における非行・犯罪の
防止に関する活動や、健全育成に関する活動の支援を行っている。

⑵　非行防止、相談活動等
ア　非行少年を生まない社会づくり（警察庁）

	 第3-17図	 	 非行少年を生まない社会づくりの推進

（出典）警察庁資料

14	 ①家庭裁判所などの求めに応じ、鑑別対象者の鑑別を行うこと、②観護の措置が執られて少年鑑別所に収容される者などに対し、必要な観
護処遇を行うこと、③地域社会における非行及び犯罪の防止に関する援助を行うことを業務とする施設。
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警察は、少年の規範意識の向上及び社会との絆の強化を図るため、「非行少年を生まない社会づく
り」の取組を全国的に推進している。具体的には、問題を抱え非行に走る可能性がある少年に積極的
に連絡し、地域の人々と連携した多様な活動機会の提供や居場所づくりのための取組などによってそ
の立ち直りを図る「少年に手を差し伸べる立ち直り支援活動」を推進している。また、少年事件の共
犯率が成人事件と比較して高く、不良交友関係が立ち直りの大きな阻害要因となっていることから、
その実態の把握に努めるとともに、少年警察ボランティアなどと連携しながら、検挙・補導、SOS
を発信している少年の発見・救出、個々の少年の立ち直り支援など、その解消に向けた対策を推進し
ている（第3-17図）。
イ　非行防止教室（警察庁、文部科学省、法務省）
警察は、職員の学校への派遣や少年警察ボランティアなどの協力により、非行防止教室を開催して

いる。具体的な非行事例などを題材にして直接少年に語り掛けることにより、少年自身の規範意識の
向上を図っている。
文部科学省は、学校、家庭、地域が十分な連携を図り、子供の豊かな人間性や社会性などを育むた

め道徳教育の充実を図るとともに、関係機関と連携した非行防止教室の開催などにより規範意識を養
い、子供の非行防止に努めている。
法務省は、非行問題に関する豊富な知識や保護観察対象者に対する処遇経験を有する保護司が、直

接小・中学校へ赴き、非行問題や薬物問題をテーマにした非行防止教室を開催したり、問題を抱えた
子供への指導方法などについて教師と協議などをすることを通じて、小・中学生の犯罪・非行の未然
防止と健全育成を図っている。
ウ　多様な活動機会・居場所づくりの推進（警察庁、文部科学省）
（第2章第1節1（3）「体験活動の推進」、第4章第1節3「地域全体で子供を育む環境づくり」を参
照）
エ　相談活動（内閣府、警察庁、法務省、文部科学省）
地域住民に身近な市町村を中心に設立されている青少年センター（青少年の育成を図ることを目的

とし、相談活動などを行う機関を指す。少年補導センターや青少年育成センターといった名称で活
動）では、相談活動や街頭補導、有害環境の適正化に関する活動が行われている。青少年センターが
扱う相談の内容は、非行に関するもののほか、いじめ、不登校、虐待の問題など様々である。
警察では、非行、家出及び自殺の未然防止や、犯罪、いじめ及び児童虐待などに係る被害少年の保

護のための相談窓口を設け、心理学などの専門知識を有する少年補導職員や警察官などが、様々な悩
みを持つ少年やその保護者からのSOSを受け止め、必要な指導や助言を行っている。また、電話相
談窓口「ヤングテレホンコーナー」を設置しているほか、FAXや電子メールによる相談も受け付け
るなど、相談者が利用しやすい環境の整備を行っている15。平成28（2016）年に警察が受理した相談
の件数は、66,035件で、前年に比べ1,254件（1.9％）増加した（第3-18表）。相談内容をみると、
少年自身からの相談では、家庭、交友問題や犯罪被害に関する悩みが多く、保護者からの相談では、
家庭や非行の問題に関する悩みが多い（第3-19図）。相談後も継続的な指導・助言を必要とするケー
スは、11,779件で、全体の17.8％を占めている（学校における相談体制については、第2章第2節
2（3）「学校における相談体制の充実」を参照）。
法務省は、子供の人権問題について、人権擁護委員や法務局・地方法務局の職員による相談対応を

行っている。また、少年鑑別所でも、「法務少年支援センター」として子供の非行や問題行動に悩む
保護者や学校関係者などからの相談に応じており、臨床心理学などを専門とする職員が助言や情報提

15	 http://www.npa.go.jp/bureau/safetylife/syonen/soudan.html
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供を行っている。「更生保護サポートセンター」でも、犯罪予防活動の一環として、保護司が子供の
非行や問題行動で悩む親などからの相談に応じている。

	 第3-18表	 	 警察が受理した少年相談の状況（平成28年）

◆平成28年に警察が受理した相談の件数は、66,035件。

区　分

相談者別

性別（件）
相談件数

構成比（％） 男性 女性
合計 66,035 100.0 29,931 36,104
少年自身 14,777 22.4 6,435 8,342

未就学 36 0.1 23 13
小学生 1,124 1.7 593 531
中学生 3,545 5.4 1,622 1,923
高校生 5,109 7.7 2,012 3,097
大学生 776 1.2 212 564
その他 514 0.8 165 349
有職少年 1,878 2.8 1,026 852
無職少年 1,269 1.9 486 783
不詳 526 0.8 296 230

保護者 32,060 48.6 10,570 21,490
その他 19,198 29.1 12,926 6,272

（出典）警察庁調べ

	 第3-19図	 	 少年相談の内容（平成28年）

◆少年自身からの相談では、家庭、交友問題や犯罪被害に関する悩み、保護者からの相談では、家庭や非行の問題
に関する悩みが多い。

少年自身からの相談

非行問題 学校問題 家庭問題 交友問題 健康問題 犯罪被害 家出関係 その他

保護者からの相談 その他からの相談

総数
14,777 件

総数
19,198 件

総数
32,060 件

922 件
（6.2％）

1,144 件
（7.7％）

3,130 件
（21.2％）

2,832 件
（19.2％）698 件

（4.7％）

2,627 件
（17.8％）

120 件
（0.8％）

3,304 件
（22.4％）

5,486 件
（17.1％）

3,738 件
（11.7％）

11,299 件
（35.2％）

3,034 件
（9.5％）

488 件
（1.5％）

2,976 件
（9.3％）

1,638 件
（5.1％）

3,401 件
（10.6％） 4,074 件

（21.2％）

2,310 件
（12.0％）

4,855 件
（25.3％）988 件

（5.1％）

955 件
（5.0％）

1,564 件
（8.1％）

289 件
（1.5％）

4,163 件
（21.7％）

（出典）警察庁調べ

オ　補導活動（内閣府、警察庁）
少年の非行を防止する上で、問題行動の初期段階での適切な対応が極めて重要である。
警察は、全国に設置された少年サポートセンター（第3-20図）を中心として、警察が委嘱する少
年警察ボランティアなどと連携し、繁華街や公園といった非行が行われやすい場所に重点を置いて、
家出少年などの発見・保護活動及び深夜はいかいなど不良行為少年に対する補導活動を推進し、問題
行動を早期に発見して、少年及びその保護者に対する的確な助言・指導を行っている。
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市町村に置かれている青少年センターでも、市町村などから委嘱された少年補導委員による街頭補
導や有害環境の適正化の活動が行われている。
不良行為による補導人員は平成17（2005）年以降減少傾向にある（第3-21図）。

	 第3-20図	 	 少年サポートセンター

（出典）警察庁資料

	 第3-21図	 	 不良行為による補導人員

◆不良行為による補導人員は、平成17年以降減少傾向にある。

（1）補導人員 （2）態様別構成割合
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536,420

76.0

30.2

57.6

（出典）警察庁「少年の補導及び保護の概況」
（注）人口比は、14～19歳の人口1,000人当たりの人員数で算出。

カ　事件の捜査・調査
①　警察（警察庁）
警察は、非行少年を発見した場合は、必要な捜査や調査を行い、検察官や家庭裁判所、児童相談

所といった関係機関へ送致または通告するほか、その少年の保護者に助言を与えるなど、非行少年
に対して適切な指導がなされるよう措置している。
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・犯罪少年（14歳以上20歳未満で罪を犯した者）
「刑事訴訟法」（昭23法131）や「少年法」（昭23法168）に規定する手続に従って、必要な
捜査を遂げた後、罰金以下の刑に当たる事件は家庭裁判所に、禁錮以上の刑に当たる事件は検
察官に送致または送付する。

・触法少年（14歳未満で刑罰法令に触れる行為をした者）
保護者がいないか保護者に監護させることが不適当と認められる場合には、児童相談所に通

告する。その他の場合には、保護者に対して適切な助言を行うなどの措置を講じている。ま
た、故意の犯罪行為により被害者を死亡させるなど罪に触れる行為をしたと考えられる場合に
は、事件を児童相談所長に送致しなければならない。

・ぐ犯少年（20歳未満で一定の事由があって、その性格や環境に照らして、将来、罪を犯し、
または刑罰法令に触れる行為をするおそれのある者）
18歳以上20歳未満の場合は、家庭裁判所に送致している。14歳以上18歳未満の場合は、

事案の内容や家庭環境から判断して家庭裁判所か児童相談所のいずれかに送致または通告して
いる。14歳未満の場合には、児童相談所に通告するか、その非行の防止を図るために特に必
要と認められる場合には保護者の同意を得た上で補導を継続的に実施する。

②　検察庁（法務省）
検察官は、
・警察からの送致などを受けて必要な捜査を行い、犯罪の嫌疑があると認めたときは、事件を家
庭裁判所に送致する。犯罪の嫌疑がなくとも、ぐ犯などの事由がある場合には、同様に事件を
家庭裁判所に送致している。その際、少年に刑罰を科すのが相当か、保護観察や少年院送致と
いった保護処分に付すのが相当かなど、処遇に関する意見を付している。

・家庭裁判所から少年審判に関与すべき旨の決定があった場合に、これに関与し、裁判所の事実
認定を補助している。

・家庭裁判所から刑事処分相当として検察官に送致された少年については、原則として公訴を提
起している。

検察官が十分な捜査を行い事案を解明した上で適切な処理をすることは、少年犯罪に対する最も
基本的で重要な対策であり、今後も一層充実させることとしている。

キ　非行集団対策（警察庁）
ひったくりや路上強盗といった街頭犯罪は、

その検挙人員の約4割が少年である（第3-22
図）。20歳未満の暴走族の人員は減少傾向にあ
るものの、依然、暴走族や非行少年グループと
いった非行集団によって敢行される各種の犯罪
は、我が国の治安にとって看過できないものと
なっている（第3-23図）。非行集団は、暴走行
為や集団的暴行事件などの集団的な違法行為を
敢行するだけでなく、所属する少年が特殊詐欺
をはじめとした各種の犯罪を敢行するきっかけ
を作りだしていることが少なくない。

	 第3-22図	 	 街頭犯罪の検挙人員

◆街頭犯罪の検挙人員の約4割が少年である。
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	 第3-23図	 	 暴走族

◆警察が把握した20歳未満の暴走族の人員は減少傾向にあり、刑法犯として検挙された人員も減少傾向にある。
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警察は、少年部門、交通部門、刑事部門の連携を強化して、非行集団の実態把握を徹底し、
・非行集団やその予備軍となる非行少年などを、各種法令を活用して徹底的に取り締まることによ
る、非行集団の弱体化と解体

・少年の非行集団及び暴力団への加入阻止や離脱支援
・関係機関と連携した車両の不正改造防止対策や道路交通環境の整備などの暴走族対策

などの取組を推進している。
⑶　薬物乱用防止（内閣府、警察庁、文部科学省、厚生労働省、法務省）
平成29（2017）年中における覚醒剤事犯で検挙された30歳未満の者は1,317人で長期的に減少傾

向にある。一方、大麻事犯で検挙された30歳未満の者は平成26（2014）年から増加に転じ、平成29
年中の検挙人員は1,471人となり、覚醒剤事犯の検挙人員を上回った。大麻については、検挙された者
の約半数が30歳未満の者である（第3-24図）。また、危険ドラッグ乱用者の検挙人員では、2割弱を
30歳未満の者が占めている（第3-25表）。

	 第3-24図	 	 薬物事犯で検挙された30歳未満の者

◆大麻事犯で検挙された30歳未満の者は平成26年から4年続けて増加し、検挙された者の約半数を占めている。
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子供や若者の覚醒剤や大麻等の乱用の実態を把
握し、その乱用の危険性や有害性について、広報
啓発、教育に取り組むことが重要である。
政府では、犯罪対策閣僚会議の下に設置された

薬物乱用対策推進会議において策定された「第四
次薬物乱用防止五か年戦略」（平成25年8月）及
び「危険ドラッグの乱用の根絶のための緊急対
策」16（平成26年7月）に基づき、関係府省庁が
連携して、薬物乱用の根絶に向けた総合的な対策
を推進している。
内閣府は、薬物乱用の危険性や正しい知識を青

少年に分かりやすく伝えるため、薬物乱用対策マ
ンガを内閣府ホームページに掲載するなど、薬物
依存の怖さを伝えるとともに、相談窓口の周知を図るなどの啓発活動を推進している。
警察は、危険ドラッグを含む最近の薬物犯罪情勢や政府全体の薬物対策の取組強化を踏まえ、薬物密

輸・密売組織の実態解明及びその壊滅に向けた取締り、関係機関との連携による水際対策の強化などに
より、薬物供給を遮断するとともに、規制薬物や指定薬物の乱用者の徹底検挙、子供に対する薬物乱用
防止教室、大学生や新社会人に対する薬物乱用防止講習会などを行い、薬物需要の根絶を図っている。
法務省は、少年院において、薬物に対する依存のある者を対象に、薬物非行防止指導17を実施してい
る。刑事施設では、麻薬や覚醒剤などの薬物に対する依存がある受刑者を対象に、薬物依存離脱指導18

を実施している。保護観察所では、保護観察に付されている者に対し、自発的意思に基づく簡易薬物検
出検査を実施するとともに、一定の条件を満たした者に対して認知行動療法などに基づく薬物再乱用防
止プログラムを実施している。また、再犯防止・社会復帰支援をより一層強化するため、厚生労働省と
共同し、「薬物依存のある刑務所出所者等の支援に関する地域連携ガイドライン」を策定するなど、地
域の医療・保健・福祉機関や民間支援団体との連携の強化、施設内処遇と社会内処遇との一貫性を考慮
した処遇の充実に努めている。
文部科学省は、薬物乱用防止教育の充実を図るため、厚生労働省や警察庁と連携して、小学校、中学

校、高校において薬物乱用防止教室を開催している。また、厚生労働省と連携して、薬物についての有
害性・違法性に関する正しい知識の周知に努めるとともに、小学生から大学生などに向けて、薬物乱用
防止に係る啓発資料を作成し、広く配布している。
厚生労働省は、以下の取組を行っている。
・若者の乱用薬物の入手先となっている、インターネットを利用した密売事犯や外国人による密売事
犯などに対する取締りの強化

・関係機関・団体との連携した麻薬・覚醒剤乱用防止運動などの啓発活動の実施、派遣要請に応じた

16	 平成26年7月に策定された「『脱法ドラッグ』の乱用の根絶のための緊急対策」が同年8月に一部改正され、「危険ドラッグの乱用の根絶
のための緊急対策」となったもの。

17	 少年院法に基づく特定生活指導の一つであり、麻薬、覚醒剤その他の薬物に対する依存等がある在院者に対し、薬物の害と依存性を認識さ
せるとともに、薬物依存に至った自己の問題性を理解させ、再び薬物を乱用しないことを目的に実施している。認知行動療法を基礎とする
ワークブック教材を用いて行うグループワーク又は個別での指導を中核とし、その指導効果を高めるために対人関係指導、民間自助グルー
プによる講話、フォローアップ指導等を組み合せ、包括的に実施する指導である。

	 なお、重点的かつ集中的な指導が必要な在院者に対しては、重点指導施設において指導を実施している。また、薬物依存からの回復には、
保護者の役割が重要であることから、重点指導施設では、薬物依存症に関する知識の付与、子供との良好なコミュニケーションの在り方等
に関する保護者向けプログラムを実施している。

18	 刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律に基づく特別改善指導の一つであり、薬物依存の認識及び薬物使用に係る自分の問題を理
解させた上で、断薬への動機付けを図り、再使用に至らないための知識及びスキルを習得させるとともに、社会内においても継続的に薬物
依存からの回復に向けた治療及び援助等を受けることの必要性を認識させることを目的に、対象者の刑期や再犯リスクなどに応じて、必修、
専門及び選択の各プログラムを組み合わせて実施している。

	 第3-25表	 	 危険ドラッグ乱用者の検挙状況	
（平成29年）

◆危険ドラッグ乱用者の検挙人員のうち、2割弱が
30歳未満の者である。

人数 構成率
50歳以上 105 17.4%
40～49歳 208 34.4%
30～39歳 196 32.4%
20～29歳 94 15.5%
20歳未満 2 0.3%
全　体 605 －

（出典）警察庁「平成29年における組織犯罪の情勢」
（注）�危険ドラッグ乱用者とは、危険ドラッグ事犯検挙人員のうち、危険ド

ラッグを販売するなどにより検挙された供給者側の検挙を除いたものを
いう。



113

第3章 困難を有する子供・若者やその家族の支援    第2節 困難な状況ごとの取組

第
1
章

第
4
章

第
6
章

第
2
章

第
5
章

第
7
章

第
3
章

学校やイベント会場等への薬物乱用防止の専門家の訪問等の実施、情報を一元的に収集・提供する
ための「あやしいヤクブツ連絡ネット」の運用

・危険ドラッグの指定薬物への迅速な指定
・指定薬物である疑いのある物品などについて、検査命令及び販売等停止命令の実施
・危険ドラッグのインターネット販売店について、プロバイダなどに対して削除要請の実施
・依存症相談拠点の設置による地域における薬物乱用防止・薬物依存症に関する相談支援体制の充実
・薬物依存症治療の専門医療機関及び治療拠点機関の選定による医療提供体制の充実
・薬物依存症者やその家族に対する支援を行う自助グループを含む民間団体への支援
・再乱用防止対策として、都道府県と協力した薬物依存症の正しい知識の普及や、保健所・精神保健
福祉センターにおける薬物相談窓口における薬物依存症者やその家族に対する相談事業・家族教室
の実施

⑷　少年審判（最高裁判所）
家庭裁判所は、非行少年に対する調査・審判を行い、非行があると認めるときは、教育的な働き掛け

も行いながら、少年が非行に至った原因などを検討し、その少年にとって最も適切と考えられる処分を
決定する。保護処分には、保護観察、児童自立支援施設等送致及び少年院送致の三種類があり、審判を
開いたり保護処分に付したりする必要がない場合などには、審判不開始や不処分にすることもある。犯
行時に14歳以上の者に係る禁錮以上の刑に当たる罪の事件について刑事処分を相当と認めるときは、
検察官に送致する（第3-26図）。

	 第3-26図	 	 少年事件処理手続概略図
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ア　受理の状況
平成29（2017）年における少年保護事件の全国の家庭裁判所での新規受理人員は、73,353人であっ

た。内訳をみると、窃盗（25.9％）、道路交通保護事件（23.1％）、過失運転致死傷等（21.3％）が多
い。近年、少年保護事件の新規受理人員は減少傾向が続いており、平成29年は前年と比較して8,645
人（10.5％減）減少した（第3-27図）。

	 第3-27図	 	 家庭裁判所における少年保護事件の新規受理人員（非行別構成比　平成29年）

一般事件
40,727 人
（55.5%）
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を除く特別法犯
4,188 人（5.7%）

ぐ犯
339 人
（0.5%）

過失運転致死傷等
15,659 人
（21.3%）

道路交通保護事件
16,967 人
（23.1%）

総　数
73,353 人

（注）1．司法統計による。
2．�過失運転致死傷等とは、（無免許）過失運転致死傷、（無免許）過失運転致死傷アルコール等影響発覚免脱、業務上（重）過失致死傷及び（無免許）危険運転致死
傷を指す。

3．�構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、足し上げた数値が小計と一致しない場合がある。
4．数値は速報値である。

イ　処理の状況
平成29（2017）年における少年保護事件の既済人員（全人員（延べ人員）で全事件数と同数。以下

同じ。）は74,441人で、このうち一般事件（交通関係事件を除く少年保護事件。以下同じ。）が41,497
人（全体に占める割合55.7％）、交通関係事件（（無免許）過失運転致死傷、（無免許）過失運転致死傷
アルコール等影響発覚免脱、業務上（重）過失致死傷、（無免許）危険運転致死傷及び道路交通保護事
件。以下同じ。）が32,944人（同44.3％）となっている。終局決定別にみると、審判不開始が38.4％
と最も多く、次いで保護処分が22.7％となっている（第3-28図）。


